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介護予防に係る基本的な考え方

～ 行政担当者等向け説明資料※ ～

厚生労働省老健局老人保健課

平成１８年６月９日（金）
第１回 地域包括支援センター・介護予防に関する意見交換会

※ 自治体内及び管内自治体の担当者研修等において使用するなど、

行政担当者等の共通認識の醸成に活用をお願いしたい。
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１．介護予防の推進の重要性

２．介護予防が求められる背景

３．介護予防の基本的な考え方

４．介護予防に係る施策の考え方

５．介護予防に関連するサービス等
① 実施に当たってのポイント

② 介護予防ケアマネジメント

③ 介護予防のための生活機能評価

④ 介護予防プログラム

⑤ 効果の評価
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１．介護予防の推進の重要性

○ 今後、超高齢社会が到来することにより、
・ 高齢者人口が大幅に増加するとともに、
・ より高齢な高齢者の割合が高くなっていくこと

が予測される。

○ 超高齢社会においても、
・ 多くの高齢者が生き生きと暮らすことが、
・ 社会全体の活力を維持することにつながり、

ひいては、
・ 介護保険制度の持続性の確保につながる。

○ 超高齢社会の入り口である「今」から、
介護予防に取組み、その定着を図る必要がある。
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昭和ヒトケタ生まれ

昭和10年～終戦生まれ

終戦～1950年生まれ

1951年以降生まれ

資料：２０００年までは総務省統計局「国勢調査」、２００５年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成１４年１月推計）」

推計値実績値

２０１５年２０１５年
第１次ベビーブーム第１次ベビーブーム

世代が高齢者に世代が高齢者に

１９５１年以降
生まれ

２００５年
昭和ヒトケタ～終戦生
まれが高齢者の中心

２０２５年２０２５年
高齢者人口は高齢者人口は

ピークにピークに
（（35003500万人）万人）

⇒⇒ 本格的な本格的な超高齢社会超高齢社会の「入り口」の「入り口」

世代別に見た高齢者人口の推移
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○ 要介護認定を受けた人数の推移

65歳以上の被保険者数は、５年７ヶ月で約３９１万人（１８％）増加

要介護認定を受けた者は、５年７ヶ月で約２１０万人（９６％）増加

○ 被保険者数の推移

（出典：介護保険事業状況報告）

（出典：介護保険事業状況報告）

被保険者数・要介護認定者数の推移

２０００年４月末 ２００３年４月末 ２００５年１１月末

認定者数 ２１８万人 ３４８万人 ４２８万人

２０００年４月末 ２００３年４月末 ２００５年11月末

被保険者数 ２，１６５万人 ２，３９８万人 ２，５５６万人
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第１期（Ｈ12～14年度） 第２期（Ｈ15～17年度） 第３期（Ｈ18～20年度）

２，９１１円
３，２９３円
（＋１３％）

○ 1号保険料〔加重平均〕

１号保険料も第１期（H12～14）から第３期（H18～20）で約40％増

５．７兆円

３．６兆円
４．６兆円 ５．２兆円

６．３兆円
６．８兆円

（2000年度実績） （2001年度実績） （2002年度実績） （2003年度実績) （2004年度実績)  (2005年度予算）

※補正後 ※補正後

○ 総費用の伸び

介護保険の総費用は、年１０％を超える伸び

介護保険財政の現状

４，０９０円

（＋２４％）

７．１兆円

(2006年度予算）
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２．介護予防が求められる背景

○ 介護保険制度施行後の状況をみると、
・ 要支援や要介護１の軽度者の増加が大きく、
・ これらの者の生活機能の低下の原因は、

廃用症候群（生活不活発病）※が多い。

※ 廃用症候群（生活不活発病）：
筋骨格系疾患等のように、廃用（使わないこと、生活の不活発、安静）

で起こる、全身の心身機能、生活機能の低下

○ これらの者については、適切な対応により状態

が改善することが期待されるが、これまでのサ
ービスは、状態の改善に十分つながっていない。

○ 軽度者に対するサービスを、廃用症候群の予防、

改善を図る観点から見直すこととした。
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要介護度別認定者数の推移

１４５％支

１５４％１

６１％２

７１％３

５２％４

６３％５

９６％計

特に、要支援・要介護１の認定を受けた人は、

１４５～１５４％増 （約２．５倍）

要介護認定を受けた人は、

９６％増 （約２倍）

（単位：千人）

２１８２

２５８２

３０２９

３４８４

３８７４
４２８０

2000年4月末からの増加率

○被保険者数の推移
65歳以上の被保険者数は、５年７ヶ月で
約３９１万人（１８％）増加
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（出典：介護保険事業状況報告）
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要支援者 要介護 １ 要介護 ２ 要介護 ３ 要介護４ 要介護 ５

要介護高齢者の状態像

認知症

脳卒中

要介護度別の原因割合

脳血管疾患（脳卒中など） 骨折・転倒 関節疾患（リウマチ等） 高齢による衰弱 認知症 ﾊﾟｰｷﾝｿﾝ その他

廃用症候群廃用症候群

→ 要支援、要介護１等の要支援、要介護１等の

軽度者に多い軽度者に多い

（資料：厚生労働省「国民生活基礎調査（2001年）」から厚生労働省老健局老人保健課において特別集計（調査対象者：4,534人））

軽度者に対するサービスを、
廃用症候群の予防、改善を
図る観点から見直す
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３．介護予防の基本的な考え方

○ どのような状態にある者であっても、
・ 生活機能の維持・向上を積極的に図り、
・ 要支援・要介護状態の予防及びその重度化の予防、

改善により、
「高齢者本人の自己実現の達成」を支援すること

○ このため、高齢者の生活機能の低下の程度に対応し
て生活機能の維持・向上の取組を行うことが必要で
あり、特に 「水際作戦」として、

・ 急速な生活機能の低下がみられ始めた者を早期に
把握し、時期を逸することなく集中的に対応する

・ 生活機能の低下が軽度のうちから早期に対応する
ことが非常に重要である。
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その人の生活・人生を尊重し、できる限その人の生活・人生を尊重し、できる限りり自立した自立した
生活を送れるように生活を送れるように支援する。支援する。

即ち即ち｢｢自立支援」自立支援」（（＝介護保険の基本理念＝介護保険の基本理念））

どのような状態にある者であっても、
生活機能の維持・向上を積極的に図ることが重要

介護予防の考え方について

① 要介護状態になることをできる限り防ぐ

（＝発生を予防する）

② 要介護状態であっても、
状態がそれ以上に悪化しないようにする

（＝維持･改善を図る）
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生活機能の低下
が無い状態

活動的な状態
にある高齢者

生活機能の低下
が疑われる状態

要支援･要介護
状態となるおそ
れのある高齢者
（特定高齢者）

軽度の
生活機能の低下が
認められる状態

要支援状態に
ある高齢者

生活機能の程度と高齢者の状態

加齢、疾病、環境の変化、心理的要因 他

○ 加齢、疾病や環境の変化、心理的要因等をきっかけとして生活機能の低下が起こりうる。

○ どのような状態でも、生活機能の維持・向上の取組により、生活機能の低下を防止する

ことが期待される。

○ とりわけ、急速な生活機能の低下が認められるまたは軽度な状態での「水際作戦」が、

生涯にわたって生活の質（ＱＯＬ）を維持する上で重要である。

生活機能の維持・向上の取組

防
止

生活機能の維持・向上の取組

防
止

生活機能の維持・向上の取組

防
止

生
活
機
能
の
程
度

中重度の
生活機能の低下が
認められる状態

要介護状態に
ある高齢者
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● 急速に生活機能の低下がみられ始めた早い時期から、
時期を逸することなく集中的に対応を行うことが必要。

治　療原因疾患 予　防

廃用症候群 予　防 悪循環から良循環へ回　復

生
活
機
能

健康増進 生活機能低下予防 断続的リハ

水際作戦

水際作戦

水際作戦

生活機能の早期発見・早期対応

生活機能の早期発見・早期対応

生活機能低下の早期発見･早期対応のための
「水際作戦」（イメージ）



13

４．介護予防に係る施策の考え方（１）

○ 軽度者の状態を踏まえ、
・ できる限り要支援･要介護状態とならない

あるいは、
・ 重症化しないよう「介護予防」を重視した

システムの確立を目指す。

○ このため、
・ 要支援者の範囲、予防給付のサービスの内容、

ケアマネジメントを見直し、新たな予防給付
として再編するとともに、

・ 要支援･要介護状態になる前からの介護予防を
推進することとした。
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×

非該当 要支援・要介護者

対

象

者

軽 度
（要支援１，２）

中重度
（要介護１～５）

非該当

「(新)予防給付」の創設
介護予防の視点から軽度者に対する給付内
容、ケアマネジメントシステムを見直し

「地域支援事業」の創設
○ 介護予防一般高齢者施策
○ 介護予防特定高齢者施策

一貫性・連続性のある総合的介護予防システムの確立

× ×

予防重視型システムの全体像 ①

「介護給付」によるサービス
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予防重視型システムの全体像 ②

居宅介護支援事業所

（ケアマネジメント）

居宅介護支援事業所居宅介護支援事業所

（ケアマネジメント）

高高 齢齢 者者

要支援・要介護状態にな要支援・要介護状態にな
ることの防止ることの防止

× × 要介護者要支援者

〈〈要介護認定要介護認定〉〉
介護の手間に係る審査

＋

状態の維持または改善可能性の審査

要支援・要介護者
と思われる者

非該当者

要支援・要介護と要支援・要介護となるなる
おそれのある者おそれのある者

要介護者要介護者

地域支援事業地域支援事業
（介護予防特定高齢者施策）（介護予防特定高齢者施策）

予防給付予防給付 介護給付介護給付

地域包括支援センター
（介護予防ケアマネジメント）

地域包括支援センター地域包括支援センター
（介護予防ケアマネジメント）（介護予防ケアマネジメント）

要支援者要支援者

非該当者

介護予防のための

スクリーニング

介護予防のための介護予防のための

スクリーニングスクリーニング

重度化防止重度化防止 重度化防止重度化防止

居宅介護支援事業所
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４．介護予防に係る施策の考え方（２）

○ 介護予防に対する取組が自主的･継続的に行われ
るためには、

・ 地域における環境の整備や活動支援等を含めた
様々な施策が連携し、

・ 関係する様々な機関等が地域のネットワークを
構築しながら、
高齢者が生き生きと活動できる「地域づくり、
まちづくり」が行われることが重要。

○ 「地域包括支援センター」は、高齢者が住み慣
れた自宅や地域で、できる限り自立した生活を
継続するために必要な多様な支援を継続的かつ
包括的に提供する仕組み（＝「地域包括ケア」）
の中核機関として、重要な役割を担っている。



ケアチーム

・日常的個別指導・相談
・支援困難事例等への指導・助言
・地域でのケアマネジャーのネットワークの構築

総合相談・支援事業

ケアマネジャー

長
期
継
続
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

新
予
防
給
付
・
介
護
予
防
事
業

地域包括支援センター（地域包括ケアシステム）のイメージ

・アセスメントの実施
↓

・プランの策定
↓

・事業者による事業実施
↓

・再アセスメント

被保険者

主治医

多職種協働・連携の実現

連携

行政機関、保健所、医療機関、児童相

談所など必要なサービスにつなぐ

多面的（制度横断的）支援の展開

介護サービス

成年後見制度

地域権利擁護

医療サービス ヘルスサービス

虐待防止

主治医

支援

ボランティア

民生委員

包括的・継続的マネジメント事業

地域医師会、介護
支援専門員等の職

能団体

利用者、被保険者（老人クラブ等）介護保険サービスの関係者

ＮＰＯ等の地域サービ
スの関係者

権利擁護・相談を担う関係者

地域包括支援センター
運営協議会（仮称）

介護予防マネジメント事業

⇒市区町村ごとに設置
（市区町村が事務局）

介護相談員

虐待防止・早期発見、権利擁護

包括的支援事業の円滑な実
施、センターの中立性・公正
性の確保の観点から、地域
の実情を踏まえ、選定。

居宅介護支援
事業所

主任ケア
マネジャー

社会福祉士

チームアプローチ

・センターの運営支援、評価 ・中立性の確保
・地域資源のネットワーク化 ・人材確保支援

保健師等
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５．介護予防に関連するサービス等

○ 介護予防は、
・ 高齢者の日常的な生活での取組みから、
・ 要介護状態の高齢者に対する介護給付における

サービスに至るまで、
一貫した取組が重要である。

○ 中でも、
・ 地域支援事業（特に、介護予防事業）
・ 予防給付によるサービス
・ 老人保健事業における基本健康診査

（介護予防のための生活機能評価 等）
・ 介護予防ケアマネジメント

については、特に重点的な取組みが重要となる。
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介護予防特定高齢者施策の流れ

事後のアセスメント事業の実施

市町村（受託事業所）

地域包括支援センター

市町村

事前のアセスメント

一次アセスメント（課題分析）

介護予防ケアプランの作成

サービス担当者会議の開催

（必要な場合）

生活機能低下が疑われる
高齢者（特定高齢者）
の早期把握

介護予防ケアマネジメント

【運動器の機能向上】
【栄養改善】
【口腔機能の向上】
【その他】閉じこもり予防・支援、認知症予防・支援、うつ予防・支援 等

介護予防プログラム
の実施

一定期間後に効果を評価地域包括支援センター

介護予防の
ための生活

機能評価

関係機関か
らの連絡

要介護認定
非該当者

訪問活動等
実態把握

本人・家族
からの連絡

特定高齢者である可能性のある者

特定高齢者の選定

※ 健診以外の方法で把握された未受診者に対して、受診勧奨する。
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予防給付における介護予防の流れ

事後のアセスメントサービスの提供

サービス提供事業者

地域包括支援センター

市町村

事前のアセスメント

一次アセスメント（課題分析）

介護予防ケアプランの作成

要支援１，要支援２と判定された者
要介護認定

一定期間後に効果を評価

地域包括支援センター

サービス担当者会議にてケアプランを確定

介護予防ケアマネジメント

サービスの提供
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５．介護予防関連サービス

① 実施に当たってのポイント

○ 介護予防関連サービスにおいては、
・ 介護予防について高い効果が期待されると考え

られる者※に対して優先的にサービスの利用を促
すこと（＝「水際作戦」）

※ 生活機能の低下をきたす可能性の高い者（特定高齢者）
軽度の生活機能の低下をきたしている者（要支援者）

・ 利用者本人の理解と明確な目標達成への意欲に
基づいた利用を促すこと（＝「高齢者本人の自
己実現の達成」への支援）

が重要であり、
その上で、

・ 適切な｢運動機能の向上｣｢栄養改善｣｢口腔機能
の向上」等のサービスの利用が求められる。
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５．介護予防関連サービス

② 介護予防ケアマネジメント

○ 特定高齢者及び要支援者に対し、
・ 適切なアセスメントの実施により、利用者の

状態の特性を踏まえた目標を設定し、
・ 本人を含め様々な専門家によるケアカンファ

レンスを通じ、利用者の改善可能性を実現す
るための適切なサービスを選択する

ことにより、利用者の自立に向けた目標志向型
プランの策定を行うことが必要である。

○ 地域包括支援センターによる客観的・中立的・
包括的なケアマネジメントの実施を通して、

・ 多様な地域資源を活用し、

・「包括的・継続的な地域生活支援」を実現する。
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介護予防ケアマネジメントの流れ

一次アセスメント（課題分析） 「現状で行われている生活行為」と
「何らかの支援により可能となる生活
行為」との乖離を同定（発見）できる
ようアセスメントを充実

本人とチームによるプラン策定 自立に向けての目標を立て、自立支援
に資するサービスを本人とチームで決
める。

評 価 一定期間後に効果をきちんと評価する

地域包括支援センター地域包括支援センター

高齢者本人の自己実現の達成を積極的に支援する。
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５．介護予防関連サービス

③ 介護予防のための生活機能評価※

※ 65歳以上の者の基本健康診査(老人保健事業) において実施

○ 特定高齢者である可能性の高い状態の者は、

自主的に基本健康診査を受診しない者の中に多い
ことが推測されるため、

・ 訪問活動
・ 関係機関（主治医、民生委員、高齢者福祉センター等）からの情報
・ 本人､家族､地域住民等からの情報
・ 要介護認定における非該当者等の情報

等により把握された者に対して、基本健診の受診
を積極的に推奨することが重要である。

○ 特定高齢者の早期発見、早期対応に資するために

は、適宜適切に基本健診を実施できる体制の整備
が必須である。
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５．介護予防関連サービス

④ 介護予防プログラム

○ 介護予防ケアプランに基づき、
・ 利用者本人の理解と明確な目標達成への意欲に

基づいた利用を促す（＝「高齢者本人の自己実
現の達成」への支援を行う）こと、

・ 事前のアセスメント、事後のアセスメントによ
り、当初の目標に照らした評価を確実に実施す
ること

が必要である。

○ なお、特に、「運動機能の向上」のサービスに

ついては、
・ いわゆる「筋トレ」に固執することではなく、

利用者の状態や意向に沿った内容とし、
・ 利用者の体調等に十分に留意する。
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介護予防プログラムの実施方法

○ 介護予防プログラム※

【運動器の機能向上】
【栄養改善】
【口腔機能の向上】
【閉じこもり予防・支援】
【認知症予防・支援】
【うつ予防・支援】

※ 研究班においてマニュアルを作成し、厚生労働省のホームページに
掲載している。

「介護予防に関する各研究班マニュアルについて」

http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/topics/051221/index.html

介護予防特定
高齢者施策での
実施を想定して
いるプログラム

予防給付で重点
的に実施する
プログラム

http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/topics/051221/index.html
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介護予防に関する各研究班マニュアル

【例：運動器の機能向上マニュアル（主任研究者：大渕修一氏）より一部抜粋 】
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５．介護予防関連サービス

⑤ 効果の評価

○ 介護予防プログラムの提供者（事業所等）及び、

地域包括支援センターにおいては、
・ 介護予防ケアプランにおける目標の達成度

について、
・ 利用者本人とともに、一定期間後に評価を行う。

○ 市町村、都道府県、国は、施策としての評価を
・ 介護予防市町村支援事業※１

・ 継続的評価分析支援事業※２

等をとおして行う。

※１ 市町村の介護予防事業報告等をもとに、全都道府県が実施
※２ 平成18年度は、100市町村程度で実施予定
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介護予防市町村支援事業、継続的評価分析支援事業 等
（平成18年度新規事業）

住 民

市町村

○地域支援事業（介護予防事業）

○予防給付（通所系サービス）

○基本健康診査（生活機能評価）

約100の市町村

○継続的評価分析支援事業
・詳細なデータの収集
・先駆的な取組 等

都道府県
○介護予防市町村支援事業

・市町村事業の分析等
・研修
・普及啓発

国
○継続的評価分析等事業
・全国レベルでの評価分析、

事業支援 等

データ 評価分析事業報告 事業分析研修

普
及
啓
発

サービス 等

支援

データ
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